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要  旨 

 

本稿は、南アフリカ共和国（以下、南アフリカ）政府のエネルギー政策について、主

にカーボンニュートラル、電力部門、水素というトピックに焦点をあて、戦略策定や法

令整備の観点から、近年の動向を概観するものである。第一に、カーボンニュートラル

については、パリ協定におけるコミットメントを達成するため、公正なエネルギー移行

パートナーシップ（JETP）に基づく欧米諸国からの支援等も受けつつ、国内の関係法
整備を進めている。第二に、電力部門については、電力容量のうち 8割以上を占める石
炭火力発電所の老朽化・メンテナンス不足等により電力供給状況が悪化し、南アフリカ

全体での計画停電が状態化しているといった問題もある中で、南アフリカ政府としては、

政府調達形式での再エネ導入の加速や、電力市場の自由化等、電力供給の多様化・効率

化の取り組みを進める。第三に、水素分野については、2000 年代より進められてきた
水素関連技術の研究開発支援施策を基礎としつつ、特にここ数年では、国内に豊富に賦

存する太陽光等の再エネ資源を活用したグリーン水素等の生産・輸出・国内活用に向け

た政策支援の動きを活発化させている。 
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１． はじめに 
 南アフリカ共和国（以下、南アフリカ）はアフリカ大陸唯一の G20参加国であり、経済

規模も GDP は 2022 年時点で 4050 億ドル（USD current)と、経済規模はベトナムやマレー

シアのそれとほぼ並ぶ（World Bank n.d.）。故に、経済活動を支えるエネルギー供給の規模

も小さくない。同国は、近年、エネルギーに関係する複数の課題や機会に直面している。本

稿は、その中でもいくつかの主要なテーマに沿って、南アフリカの置かれた現状や政府によ

る政策方針を概観する。 

１つ目のテーマはカーボンニュートラルである。南アフリカの温室効果ガス排出量は小

さくなく、2020 年時点では、世界全体のおよそ１％を占め、国毎のランキングで第 13位に

つけている（Jones et al. 2023)。南アフリカ政府としても、パリ協定に基づき、2050 年

までのカーボンニュートラル実現をコミットしており、低炭素化・脱炭素化に向けた動きは、

エネルギー動向を捉える上で鍵となる。一般論として、カーボンニュートラル社会への移行

は、利害関係者が非常に多岐に渡り、政策遂行が難しい課題であるが、それは南アフリカも

例外ではない。例えば、現在８割を超える石炭火力発電への依存度減少は主要政策課題であ

るものの、現地メディア等でも良く指摘される通り、失業率が３割を超える南アフリカにお

いて、石炭採掘産業が特に地方において多くの雇用を吸収している中で、石炭火力発電への

依存度減少を地域コミュニティへの配慮無しに達成することは難しい。また、それ故に、国

全体を挙げての取組方針の設定や、実際の施策実施を担保する資金や技術などのリソース

確保が重要となる。本稿では、詳細には踏み込めないが、残る２つのテーマに関する議論の

前提として、産業ごとの排出量の内訳、国全体としての政策枠組み、そして、諸外国からの

支援動向といった、カーボンニュートラルに向けた動きの概要を整理したい。 

 ２つ目のテーマは、エネルギー供給、なかんずく、電力部門である。アフリカ大陸におい

て最も工業化が進んだ国の１つとも言える南アフリカにおいて、エネルギー供給の動向は、

その需要サイドである産業部門、ひいては、同国の経済情勢全体にも大きな影響を与えうる。

例えば、影響を受ける産業の１つとして、自動車産業が挙げられる。南アフリカでは、トヨ

タ、いすゞ、日産という日系自動車メーカー３社を含む複数の完成車メーカーが合計年間約

55万台の自動車を現地生産し、その内、約 35万台が輸出されているが、輸出全体のうち７

割以上が英国含む欧州向けである（2022 年時点）(The National Association of Automobile 

Manufacturers of South Africa 2023）。従って、南アフリカの自動車産業は、欧州におけ

るグリーン関連の規制動向の影響を強く受ける。例えば、炭素国境調整措置の進展次第では、

欧州向けの自動車輸出にあたって、製造過程の低炭素化・脱炭素化、すなわち、製造プラン

トで使用する電力のグリーン化を迫られる可能性もありえないことではない。また、鉱業も
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1つの例であろう。南アフリカは、産業用途上不可欠な鉱物資源、いわゆるクリティカルミ

ネラルを多く有し、日本も、自国の各鉱物資源の輸入量のうち、クロムの 35%、マンガンの

65%、プラチナの 72%を南アフリカからの直接輸入に依存している（エネルギー・金属鉱物

資源機構 2021, 2022a, 2022b）。鉱物生産は、比較的そのバリューチェーンがシンプルで

あるが故に、エネルギーの安価かつ安定的な供給が、操業コスト等に特に大きな影響を与え

うる。 

南アフリカの電力部門は、近年、いくつかの課題に直面している。石炭火力への依存度は

現状 8割を超えており、電源構成における再生可能エネルギー（再エネ）割合の増加を進め

ている。一方で、発電所施設の老朽化等のため電力供給が安定せず、需要制限のための計画

停電が常態化し、電力価格の高騰も急速に進む。経済活動に大きな影響を与えうるこうした

電力部門の動向に関し、本稿では、政府の制度枠組みや直近の施策に焦点をあて整理する。 

 本稿が取りあげる 3つ目のテーマが、水素である。水素は、カーボンニュートラルに向け

た趨勢の中で新たなエネルギー資源として世界各地で注目を集めている。南アフリカも、国

土西部を中心とした太陽光をはじめとする世界でも有数の再エネ資源賦存量を活かし、再

エネを活用したグリーン水素生産国となるべく、政府としても各種の政策を進めている。海

外各国からも、英米独仏 EU と南アフリカ政府が 2021 年に発表した公正なエネルギー移行

パートナーシップ（Just Energy Transition Partnership, JETP）のような支援をはじめ、

関連分野へのファイナンスや技術の流入が期待される。水素に関連した、同国の強みは再エ

ネだけではない。例えば、白金族資源は、燃料電池や水電解装置の電極触媒として使用され、

今後の技術進展に応じて燃料電池自動車の利用増に伴う大幅な需要増が見込まれている等、

水素社会の実現に必須な鉱物資源であるが、白金族の世界全体の埋蔵量のうち南アフリカ

は実に 90％を占める（エネルギー・金属鉱物資源機構 2022a）。更に、南アフリカは国内産

業の規模も比較的大きく、国内の脱炭素化に向けた水素活用のポテンシャルも存在する。本

稿では、政府の取る各施策の進展等を概観する。 

以上のとおり、本稿は、３つのテーマに沿って南アフリカ政府の政策・施策を概観するが、

複数ある政府の政策実施手段の中でも、特に戦略策定や法令整備の点に着目して整理を行

う。南アフリカのエネルギー情勢にかかる既存の論文等は多いが、カーボンニュートラルと

いう背景の中に、電力情勢や水素といった新エネルギーの政策動向を位置づけ一気通貫に

整理したものは筆者の知る限りない。以下では、第２章においてカーボンニュートラルに向

けた取組状況を整理し、続いて、第３章において電力部門、第４章において新エネルギーと

して水素エネルギーを巡る状況を整理する。 
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２ カーボンニュートラル 

２．１．脱炭素化に向けた重要分野：エネルギー、交通、製造業 

本章では、南アフリカの置かれた脱炭素を巡る状況を概観し、第３章及び第４章における

エネルギー政策の議論の前提を整理する。南アフリカの温室効果ガス排出量は 2021年時点

で 552.89mtであり、過去最大は 2008 年の 619.14mtであった（Jones et al. 2023）。2021

年の年間排出量は、世界全体の約 1％を占め、国別のランキングで 13位に位置する（Jones 

et al. (2023) のデータをもとに筆者集計）。南アフリカは気候変動枠組条約の締約国であ

り、パリ協定に基づき、国が決定する貢献(Nationally Determined Contribution, NDC)を

提出及び公表している。2015 年に発表した国が決定する貢献の Intended Versionを、2016

年 11月の同協定批准時に第一版として活用していたが、2021 年にはアップデート版が提出

された（Republic of South Africa 2021）。2021年版の NDCによれば、2050年までの温室

効果ガス排出量ネットゼロ達成を掲げており、中間目標値として、温室効果ガス排出量を

2030 年時点で 350-420Mt、2025 年時点で 398-510Mt の範囲内に排出量を収めることを目指

している（Republic of South Africa 2021, p. 15）。 

 2020 年時点の産業分野別の排出構造を見ると次のような構成となる（図１）。いわゆるエ

ネルギーの供給及び需要に関連する産業が全体の 86%を占める。その内訳としては、石炭火

力発電をはじめとするエネルギー供給産業からの排出量が最も大きく、次いで大きいのが、

物流や人の輸送といった交通セクター（全体の 11％）と、自動車産業や化学産業といった

製造業・建設業（全体の８％）である。また、金属・鉱物・化学産業等の産業プロセスにお

ける排出量も全体の６%を占める。これらのセクターは、特に低炭素化・脱炭素化を進めて

いく必要性が高い産業分野であり、言い換えれば、水素エネルギーの将来的な国内需要源で

もある。なお、南アフリカ国内でも水素エネルギー需要を作り出す動きは既に出ており、例

えば、自動車分野については、南アフリカ政府が中長期的に電気自動車や水素燃料電池車な

どのゼロエミッション輸送に切り換えていく方針を掲げている（Department of Trade, 

Industry and Competition 2023a）。 
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図１ 南アフリカ 産業分野別の温室効果ガス排出量 

(Department of Forestry Fishery and Environment (2022) Appendix Cを基に筆者作成) 

 

２．２．南アフリカ政府の取組 

続いて、南アフリカ政府が取るカーボンニュートラル達成のための諸施策を概観する。ま

ず、早くも 2011 年に、当時の Department of Environment Affairs (環境省)より、環境政

策の大きな方向性を示す戦略として、National Climate Change Policy White Paper が発

表された（Department of Environment Affairs 2011）。本白書では、適応及び緩和の両面

から、南アフリカが取組む必要の高いセクターやプログラムを列挙する。特に緩和の面では、

カーボンバジェット制度の導入、各セクターによる緩和計画の提出、モニタリングと評価と

いった大きく分けて８つのプログラムの施策の導入の重要性を説く（Section 8）。他方、本

白書では方向性が示されたのみであり、具体的な施策の内容・スケジュールや、予算措置に

関する記載はない。なお、本白書の段階で、エネルギートランジションの過程での雇用の縮

小を最大限避ける必要性があると触れられているのも、失業率の高さが政策課題として恒

常化している南アフリカならではの特徴と言えよう。 

その後、南アフリカ政府は包括的かつ統合的な政策の確立を進め、2018 年には The 

Climate Change Bill のパブリックコメント案が Department of Forestry, Fisheries and 
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the Environment (DFFE、環境省)により提案され、2022年２月に議会に提出された。2023

年 12月現在、上院で審議中である。法案の内容としては、同法が他の法令よりも優先され

る環境分野における基本法であることが規定されている他（Republic of South Africa 

2022, Section 5, Section 6）、法律発効後 2年以内に National Adaptation Strategy and 

Planを発表すること(Section 18)、緩和面について法律発効後１年以内にセクターごとの

排出目標を定めること（Section 22）などが盛り込まれている。裏を返せば、2023年 12月

現時点では、南アフリカにおいては、セクター毎の排出目標やそれに付随する具体的な脱炭

素化の産業戦略は規定されていない。 

更に、同法案には、30名のメンバーからなる Presidential Climate Commission(PCC)を

大統領の諮問機関の設置が明記されており（Section 10）、同 Commissionは、低炭素社会の

実現にむけたアドバイザリーを政府に対して提供することとされている（Section 11）。カ

ーボンニュートラルの実現に向け、政府戦略の策定や実施のためのツールの強化を志向す

る法律案となっている。なお、PCC自体は、同法律の成立を待たず既に設立されており、法

律上の位置づけはない状態ではあるものの、実質的に大統領の諮問機関として既に活動を

行っている。具体的には、2020年９月に PCCの設立が閣議決定され、2020年 12月にはラマ

ポーザ大統領によりメンバーがアポイントされた（South African Government 2020c, The 

Presidency 2020）。2022年６月には、PCCが南アフリカ政府の包括的な気候変動対策の指針

として、Just Energy Transition Frameworkを発表している。 

 本稿では詳述しないが、その他関連する施策として、炭素税も既に 2019年に導入済みで

あり、一定以上の操業規模を有する企業等に対して、二酸化炭素排出量にかかる納入義務が

課されている（South African Government 2019a）。南アフリカ政府は、包括的な方針と具

体的な取組の両面から、積極的にカーボンニュートラル実現に向け取り組んでいると言え

よう。 

 

２．３．諸外国による支援：公正なエネルギー移行パートナーシップ 
カーボンニュートラルの達成には、資金や技術等の多大なリソースが必要となる。南アフ

リカに対しては、諸外国等からエネルギー移行に関する支援が様々になされており、中でも、

その規模等から特筆すべき取組が、「公正なエネルギー移行パートナーシップ」（Just Energy 

Transition Partnership, JETP）である。このパートナーシップは、2021年の COP26 にお

いて、英国、米国、フランス、ドイツ、EUの５か国・機関が参加するパートナーシップとし

て発表されたものであり、南アフリカの NDC 目標の達成に貢献するため、ローン、グラン

ト、民間投資、技術供与等を合計し、向こう３～５年間で総額約 85億米ドルの資金を動員
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することが合意されている(South African Government, Government of the United 

Kingdom of Great Britain and Northern Ireland, the Government of United States of 

America, the Government of France and the Government of Federal Republic of Germany, 

and the European Union 2021)。なお、JETPという途上国のエネルギートランジション支

援枠組みは、南アフリカ以外にも、インドネシア、インド、セネガル、ベトナムを対象に協

議が進められている（G7 Leaders’ Communiqué 2022）。 

南アフリカ JETP については、2022 年 11 月、南アフリカ政府とドナー国グループ（The 

International Partnership Group, IPG）の共同作業によって作成された、南アフリカの脱

炭素達成に向けて必要となる資金動員に向けマイルストーンを定めるための Just Energy 

Transition Investment Plan（JET IP）が公表された。同投資計画では、優先的な資金投入

先として、電力セクター、自動車、水素という３つの分野、そしてクロスセクターの取組と

して、スキル開発及び地方自治体レベルのキャパシティ強化を特定している。更に、必要と

なる資金額の総計を、2023 年～2027 年の５年間で総額 987 億米ドル/1 兆 4800 億ランドと

試算する。これは、南アフリカ政府全体の年間の歳入見込みにも匹敵する額である。上述の

発足時の５つの支援国・地域による当初コミットメント額 85億米ドルでは明らかに足りず、

追加の資金動員を求める内容となっていると言えよう。具体的な資金使途としては、まず電

力セクターについて、石炭火力発電所の廃止、石炭火力発電所に依存していた地域コミュニ

ティのリフォーカス、太陽光・風力発電への投資と送配電網の強化などに重点が置かれてい

る。また、自動車については、国内輸送の脱炭素化という面だけではなく、排ガス規制を進

める欧州等への輸出数維持を念頭に置いた既存の製造サプライチェーンの脱炭素化が記載

されること、水素については、生産の面だけではなく、鉱業、SAF、鉄鋼業なども含めたデ

マンドサイドへの投資の必要性に言及があることが特筆すべき点と言えよう。 

2023年 12月には、同投資計画へのパブリックコンサルテーション等を踏まえる形で、よ

り詳細な取組方針や組織体制を示した Just Energy Transition Implementation Planが発

表された。同取組計画では、Presidency（大統領府)の下に、諸外国からの資金調達の調整

を進めるプロジェクトマネジメントユニットを設置するなど、今後の更なるファイナンス

動員を進めるための具体的な取組が明らかにされている。また、同取組計画によれば、2023

年９月時点で、デンマーク及びオランダが新たな IPGとして JETP に参画し合計で 310百万

米ドルをコミットしている他、スペイン、スイス、カナダが、IPGとしての参加ではないも

のの合計で 2320 百万ドルの支援をコミットしているなど、着実に支援が拡大しているよう

に見受けられる(p. 46)（図３）。 
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図２ JET-IP におけるセクター・取組ごとのファイナンスニーズ 

(The Presidency (2022) p.14 より筆者引用) 

 

 

図３ 取組計画におけるドナーごとのコミットメントの状況 

(The Presidency (2023) p. 46より筆者引用) 
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３． 電力部門 
３．１． エネルギー供給部門全体の概観 
 第２章で触れた JETP でも電力部門が優先分野として挙げられていることから推察される

通り、近年の南アフリカでは電力部門にまつわる問題が表面化している。施設の老朽化等に

起因し電力供給が逼迫しており、需要制限のための計画停電も常態化している。本章では、

まずエネルギー供給部門の全体像を概観し、続いて、電力部門の法制度枠組を見た上で、最

後に、電力部門における南アフリカ政府の取組を整理したい。 

 第一に、非電力部門も含めたエネルギー供給の全体像について述べる。南アフリカの一次

エネルギー供給は、石炭と石油に多くを頼っている（図４）。石油はほぼ輸入に依存してお

り、その輸入先上位三カ国は、サウジアラビア（43%）、ナイジェリア(33%)、アンゴラ（12%）

と、中東及びアフリカの産油国に依存している状況が分かる（Department of Mineral 

Resources and Energy 2021c)。なお、ガスについても、2018 年時点で、熱量ベースで 88％

は輸入であり、具体的には、主にモザンビークのガス田から陸上パイプラインを用いて輸入

されている（Department of Mineral Resources and Energy 2021c, p. 16）。いずれにし

ても、国内に豊富に賦存する石炭を除き、エネルギー資源を輸入に依存している状況である。 

 

 

図４ 南アフリカの一次エネルギー供給の割合（2018 年時点） 

（Department of Mineral Resources and Energy（2021c）p.12より引用） 

 

電力部門に限れば、石炭への依存度はさらに大きくなる。南アフリカ国内での発送配電は、

ほぼ一手に国営電力公社である Eskom 社が担うが、同社の持つ電力容量の内訳は、石炭火力

が 84％、ガス火力が５％、原子力が５％という状況である（図５）。なお、石炭への高い依

存度は、石炭が国内に豊富に賦存しており安価なアクセスが可能であることに加え、過去、
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アパルトヘイト政策に伴う国際社会からの制裁措置により石油の輸入が難しかったこと等

も理由の１つであるとされる。石炭生産を国内で手掛ける民間企業は複数あるが、カーボン

ニュートラルに向けた動きを受け、近年、資産の引き揚げが進みはじめているとの指摘もあ

る（Hanto et al. 2022）。 

 

2022年 3月末時点 石炭火力 原子力 ガス等 その他 

プラント数 15 1 4 14 
電力容量（nominal capacity) (GW) 39.5 1.9 2.4 3.4 
電力容量パーセンテージ（概算） 84% 4% 5% 7% 

 

図５ 南アフリカ電力公社 Eskom の電力容量内訳（Eskom (2022b) より筆者作成） 

 

Eskomは、2022年３月末時点で、約 47ＧＷの名目上の総電力容量を有し、更に、Eskomが

保有しているものではないが買電契約を持つ IPP の総容量は 6.8GW と、アフリカ大陸にお

いては随一の電力容量規模を有する。なお、南アフリカは近隣国との電力売買も実施してい

る。具体的には、2018 年時点で、国内供給・輸入・輸出がそれぞれ 91％、5%、4％の比率と

なっている(Department of Mineral Resources and Energy 2021c)。より詳細には、ザン

ビア、ジンバブエ、レソト、モザンビークから電力を輸入し、一方で、同４カ国に加えナミ

ビア、ボツワナ及びエスワティニの計７カ国に対して、電力を輸出している構図となってい

る（Eskom 2022b）。 

 

３．２． 電力部門の法制度枠組み 
３．２．１． 法律 

続いて、本節では、電力部門における法制度や関係する政府機関等を概観する。まず、基

本法として機能するのは、National Energy Act of 2008（2008 年国家エネルギー法）であ

る。電力供給の安定化のため、エネルギー計画の策定、エネルギーインフラへの投資などを

規定することを目的とする（section 2）。同法に基づき、後述の Integrated Resource Plan

（IRP, 統合資源計画）が策定される。なお、同法制定より更に 10年前、1998年には、エ

ネルギー政策の包括的な方向性を定める政策文書として、White Paper on the Energy 

Policy of the Republic of South Africa という白書が公表されている。これは、1990年

代初頭まで続いていたアパルトヘイト政策の撤廃に伴い、石油輸入禁止措置の撤廃を含め

た国内外な環境変化に対応しつつ国内の経済成長を促進すべく、それまでとは異なる包括
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的なエネルギー政策が必要となるとの認識の下の動きであった（Department of Minerals 

and Energy 1998）。こうした動きが法律として結実したのが、2008年国家エネルギー法と

も言えよう。 

エネルギー関連の許認可等を担う規制当局の根拠法は、National Energy Regulator Act 

40 of 2004（2004 年国家エネルギー規制局法）である。電力、ガス、石油パイプラインと

いう３種のエネルギー供給の許認可等を一括して担う規制当局、NERSA (National Energy 

Regulator of South Africa)の設置及びその所管事項等を定める。本法律は、依然より個別

に存在していた、電力、ガス、石油パイプラインの各分野の規制当局を統合する形で設立さ

れたものである（South African Government 2004, National Energy Regulator of South 

Africa 2006）。 

電力部門における許認可や電力料金の決定等に際し、NERSA が基礎を置く実体的な条件は、

Electricity Regulation Act of 2006（2006 年電力規制法）により定められる。なお、第

3.4 節において後述するが、2023 年 12 月現在同法の改正案が議会審議されており、Eskom

の発送配電の各部門を分離し、IPP 事業者等の参入を促進する電力市場自由化の取組が進ん

でいる。 

 

 

図６ 電力部門の基本法制（筆者作成） 

 

３．２．２． 関係省庁等 

エネルギー政策を担当する主要な省庁は、Department of Mineral Resources and Energy 

(鉱物資源エネルギー省)である。エネルギーミックスの策定、鉱物資源の活用等を所管する

（Department of Mineral Resources and Energy 2021a）。 

他方で、その他にも政策決定に大きく関与する省庁が存在する。まず、大統領府内に設置

されている電力大臣（Minister of Electricity）である。3.3にて後述する電力供給問題
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の対応は、同大臣が所掌する。電力大臣は、2023 年２月のラマポーザ大統領による施政方

針演説においてその設置が明らかにされた、新しい閣僚ポストである（South African 

Government 2023d）。同大臣は、2006 年電力規制法の Section 34(1)及び(2)“New Generation 

Capacity”に関する権限、すなわち、必要となる新規エネルギー源の検討、調達及び供給に

かかる権限を持つ（South African Government 2023b）。なお、本権限には、水素エネルギ

ーの供給・調達等を含むと考えられ、実際、水素に関連するイベント等では、鉱物資源エネ

ルギー大臣ではなく、電力大臣がスピーチを実施している。また、後述するドイツ等の諸外

国との水素関連の覚え書の締結主体も、南アフリカ側は電力大臣である。 

更に、電力公社である Eskomそのものについては Department of Public Enterprise（公

共企業省）が所管する。具体的には、2001 Eskom Conversion Actに基づき、Eskom の株式

全てが公共企業省に保有されている。 

 

３．３ 逼迫する電力供給と計画停電 

電力部門において南アフリカが直面する大きな課題の一つが、電力供給の悪化である。近

年、電力供給の逼迫に伴い、電力需要制限のための国全体での計画停電実施が常態化してい

る。計画停電による電力需要制限自体は、2007年頃から行われていたものの、2018年より

急激な増加傾向にある（図７）。 

電力供給の逼迫の主な原因は、供給側にある。南アフリカ全体でのピーク時の電力需要量

は、2010 年（36.7GW）から 2021 年（35.0GW）まで、直近の約 10 年間に渡りほぼ横ばいで

推移しており（Council for Scientific and Industrial Research 2022, p.17）、第 3.1

節で既述のとおり、現時点でも、Eskomは南アフリカ国内の電力需要を賄えるだけの設備容

量は有していると考えられる。むしろ、主要な問題は発電設備の稼働率にある。Eskomの電

力設備稼働率は年々低下しており、2020 年には 66％、2021年時点で 64％、2022年は 62％

を記録している（Council for Scientific and Industrial Research 2022, p. 93）。な

お、Eskom自身は、こうした電力供給の問題の原因として、ベースロード電源となる新規の

石炭火力発電所の建設にかかる南アフリカ政府による許認可の遅れや、インフレ等に伴う

自社の財政状況の悪化、これらの事情も受けた既存発電所の負荷率の増加とそれに伴うメ

ンテナンス不足、発電所の老朽化、メンテナンス等を行う際の中長期の計画・実行力不足等

を挙げている（Eskom 2022b, p. 29）。加えて、2019 年から 2022年まで同社の CEOを勤め

た De Ruyter氏は、同社組織の政治的腐敗についても原因として挙げる（De Ruyter 2023）。 

なお、計画停電で制限する電力需要量は、現状、１GWから最大６ＧＷ程度である。Eskom
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は、計画停電で制限する電力需要の規模でステージをレベル分けしており、ステージの１段

階が１GW の需要を制限する必要がある状態を指す。例えば、ステージ１では１GW、ステー

ジ６では６GW の電力需要を南アフリカ国内全体で制限する必要があることを意味し、ステ

ージ６であれば、一般電力顧客への電力供給が１日あたり９時間、より正確に言えば「４日

間で合計で「２時間×６回＋４時間×６回」」遮断される（Eskom n.d.a）。なお、Eskomの

ウェブページ上はステージ８の場合の計画停電時間の計算方法まで定義されているところ、

同社としては、最大８GW の需要制限をする必要性がある状況に直面する可能性があると認

識しているとみられるが、2023 年 12月現在まで、基本的にはステージ６までで収まってい

る。 

 

 

 

図７ 年ごとの延べ計画停電時間（Council for Scientific and Industrial Research（2022）

p.107より筆者引用） 

 

３．４．南アフリカ政府の取組 

 本節では、以上のような状況を踏まえ、カーボンニュートラル達成に向けた石炭火力発電
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割合の減少や電力供給の向上といった諸課題について、南アフリカ政府が実施してきた取

組を整理する。 

 

３．４．１．エネルギーミックスの基本方針 

 まずは基本的なエネルギーミックスの方向性を確認する。南アフリカ政府は、電源構成の

基本指針として、Integrated Resource Plan (IRP)と呼ばれるエネルギー計画を策定して

いる。IRPは、2006年電力規制法の Section 34 に基づき、鉱物資源エネルギー大臣に認め

られた権限の下で策定される（Department of Mineral Resource and Energy 2019）。2010

年に初めて 2010 年から 2030 年までの IRPが発表され、2019 年には、同様に 2030 年までの

期間を対象としたアップデート版の IRP2019が発表された。 

 IRP2019では、石炭火力依存を大きく減少させ、ガス火力に一部切り換えるとともに、太

陽光等の再エネ割合を大きく増加させることを志向している。具体的には、2030 年時点で

の電源構成を、総発送電容量約 70GWと想定し、その内訳を、石炭 43.0％、再エネ 39.6％、

天然ガス／ディーゼル 8.1％、揚水 6.4％、原子力 2.4％と設定している（p. 39）。石炭火

力については、依然として重要な位置を占めるとしつつも、総論として依存度を減少させ、

更に、CCS や CCUS 等の石炭火力をより低炭素的に活用するための技術への投資が必要とす

る。石炭火力発電を減少させる一方で、その他の種類の電源構成を向上させるという方向性

である。ガス火力発電の追加や、既存の原子力発電の稼働期間延長の方向性が示されている

他、再エネの拡大ポテンシャルとして、太陽光や風力もみならず、バイオ燃料にも言及があ

る。 

 上述の通り、2022 年 3 月末時点での Eskom の電力構成を踏まえる限り、IRP2019 の計画

通りには進んでいるとは言えない状況にある。なお、近年の計画停電等も踏まえ、2024 年 1

月、2023 年版の最新 IRPとして、IRP2023 のパブリックコメント案が公表された。本稿では

詳細な分析の対象としないが、ガス火力・再エネ電源シフトの方向性が前版よりもかなり抑

制的となり、どちらかといえば設備稼働率の上昇や送配電網の整備による電力供給の安定

化に焦点を置いた内容となっている（Department of Mineral Resources and Energy 2024）。 

 

３．４．２．電力市場自由化の方向性 

 上述の通り、従前からの Eskom 一社による垂直統合型の電力供給体制には機能不全が見

られるようになってきた。こうした背景の中、電力調達を安定化させるためにとられている

方向性の１つが、民間セクターの電力市場への参入促進である。なお、元々、2006 年電力

規制法の制定当初から、Eskomによる IPP事業者からの電力購入自体は許容されていた。実

際、2000 年代から複数の IPP プロジェクトは行われていたものの、調達プロセスが円滑に
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進まないといった理由から、大規模な形での実施はなされていなかった（Eberhard, Kolker 

and Leigland 2014）。つまり、近年の動きの特徴は、電力市場自由化そのものを含む、より

大々的な民間セクターの参入促進施策が進められていることにある。 

 まず、発電部門における民間企業の参入促進である。2021 年には、電力規制法の附属表

が改訂され、100MWまでの発電事業を行う際に必要であった NERSAからのライセンス取得が

不要となり(South African Government 2021b, 2021c)、特に大口の産業需要家にとっては、

自家発電や民間契約に基づく独自の電源調達の道が開かれた。更に、2022 年 9月には、100MW

という制限も撤廃するという方針も示された（South African Government 2022）。 

 発送配電分離そのものの取組も本格的に進められている。電力供給・送電・配電の各部門

について独占的に垂直統合状態である Eskom について、南アフリカ政府は、2019 年時点で

既に、運営透明化・効率化のため各部門の分社化の方針を策定していた（Department of 

Public Enterprise 2019）。2021 年 4月には、分離後に送電プラットフォーム提供を担う主

体として、Eskom とは別法人として National Transmission Company South Africa（NTCSA）

が設立されている（Eskom 2022）。NTCSA は現状未だ実体的な活動がなく、実際に送電網の

マーケットプラットフォーマーとして活動を行うためには、2023 年 3 月に閣議決定され現

在議会審議中の Energy Regulation Act の改正法案の成立を待つ必要がある。同法案は、

NTCSAに対して、送電網のプラットフォームとして民間の IPP事業者等からの電力購入等を

行う法的根拠を与えるものである（South African Government 2023a; clause 28, para. 

3.28）。また、南アフリカ政府は、こうした自由化の取組と並行し、送電網の増強を進めて

いく政策方針を取る（South African Government, 2023d）。 

 

３．４．３．政府による IPP 調達プログラム： REIPPPP・RMIPPPP 

南アフリカ政府は、電力自由化とは別に、公共調達の形での民間セクターからの電力調達

も大規模に進めてきている。その１つが、再エネに特化した IPP 調達プログラムである

REIPPP（Renewable Independent Power Producer Procurement Programme）である。再エネ

増強の方向性は、2003年に発表された Renewable Energy Policy White Paperなどからも

分かるとおり、20 年以上前から政府内で議論がなされていたものの、実際の導入には至っ

ていなかった。固定価格買取制度の導入是非などの検討も経て、最終的に 2011年に導入さ

れたのが、公共調達型の同プログラムである（Eberhard et al. 2014）。REIPPPを通じた調

達された電源のうち、2023 年 3月時点で約６GWが既に Eskomの送配電網に接続されており

（Department of Mineral Resources and Energy 2023）、2023 年 12月には第７段となる追

加容量合計５GW分の公募手続きが開始された（IPP Office n.d.b）。 
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 もう１つの政府調達プログラムが、2020年に開始された RMIPPPP (Risk Mitigation IPP 

Procurement Programme)である。その名称の通り、電力供給状況の悪化に伴うリスクを緩和

するための緊急的な電力調達プログラムである。異なる場所に設置される電源であっても、

事業者が同じであるといった要件を満たせば、１つの入札プロセスで手続きが完結すると

いった特徴がある（Department of Minerals Resources and Energy. n.d.b; p.2）。 

 RMIPPPP については、2021 年３月に第一弾の８つの優先入札プロジェクト（Preferred 

Bidder）が選定され、更に 2021 年６月には追加で３つの優先入札プロジェクトが選定され

たと発表された。第一段の８者の優先入札者には、太陽光・風力等の再エネの他、

Karpowership 社による LNG 発電船が含まれている。また、第二弾の３者の優先入札者は、

いずれも太陽光プロジェクトであり、合計で 150MWである（IPP Office n.d.a）。その緊急

的な性格から、2022 年 12月までにファイナンス・クローズすることを念頭においた調達プ

ロセスとして設計されていたものの、特に LNG 発電船については環境への影響を懸念する

NGO 等の反対運動があり、調整が難航している模様である。 

 

４．水素・アンモニア 
続いて、本節では、南アフリカにおける水素エネルギーの動向を整理する。南アフリカは、

太陽光の発電ポテンシャルが世界第 15位であるなど（ESMAP 2020）、グリーン水素の生産に

必要となる再エネ資源に恵まれており、また、水素の生成に使用される電解装置や貯蔵・運

搬施設等に使用されることが多い白金族金属の世界一の埋蔵量を有するなど、水素社会の

サプライチェーン構築にあたって、各所で優位性を持つ。国内各産業の脱炭素化に向けた、

水素エネルギーの国内需要の拡大も将来的には見込まれる。また、大西洋とインド洋を繋ぐ

航路の要衝でもあり、船舶の燃料供給基地としての役割も期待できる。こうした強みを活か

し、南アフリカ政府は近年、グリーン水素やアンモニアの生産、輸出、及び内需での活用を

目指す様々な政策を積極的に進めている。 

 

４．１．南アフリカ政府の取組：科学技術・イノベーション 
４．１．１ HySA (Hydrogen South Africa) 

まずは、特に研究・技術開発の面から南アフリカ政府が水素に関連して進める政策を概観

したい。その筆頭が、水素関連の研究・技術開発を支援する Hydrogen South Africa (HySA) 

と呼ばれるプログラムである。同プログラムは、2007 年に発表された National Hydrogen 

and Fuel Cell Technologies R&D and Innovation Strategyと、2008年に発表された Ten-

Year Innovation Plan for South Africa という２つの戦略に基づき設立された 
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(Basarabov et al. 2012)。主な目的は、国内に豊富に存在する白金族金属を活用した水素

関連技術の裾野の拡大である。具体的には、水素の生産・貯蔵技術研究開発のための HySA 

Infrastructure、白金族を用いた触媒技術のための HySA Catalysis、燃料電池技術のため

の Hydrogen Systems という３つの分野で、研究拠点を設立した（Basarabov et al. 2012）

（図８）。当初は、15 年間、すなわち 2023 年 3 月で終了する予定であったものの、下記で

述べる HSRM の策定に伴い、2033 年までの延長が閣議決定された（Department of Science 

and Innovation 2021a; p.L, South African Government 2021d）。 

 

 

HySA Infrastructure North West Universityにより運営 

再エネを用いた電解による水素製造、圧縮、貯蔵、運搬等

にかかる研究開発を実施する 

（参照：HySA infrastructure 2019） 

HySA Catalysis Cape Town Universityによって運営 

燃料電池における触媒技術の開発、国内産業の確立・海

外向け輸出を行うことを目指す。HySA Catalysisを通じ

て、Cape Town University は、オーダーメイド型の MEA

を顧客に提供する大学発ベンチャー企業 Hyplatを創出 

（HyPlat n.d.） 

HySA Systems University of Western Cape 及び South African 

Institute for Advanced Materials Chemistryにより運

営 

水素燃料電池にかかる技術の研究開発や、自動車産業を

はじめとする国内における当該技術の応用・海外市場向

けの輸出機会促進を実施 

(HySA Systems, n.d.) 

 

（図８ HySAの各研究拠点の概要 （各ソースを基に筆者作成、日本貿易振興機構（2022）

も参照） 

 

４．１．２ Hydrogen Society Roadmap for South Africa（HSRM） 

2021 年 2 月には、南アフリカ初の水素社会実現に向けた包括的な国家戦略として、HSRM
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が発表された。HSRM は、水素に関係するあらゆる分野の技術の統合のための包括的な政策

ペーパーとして位置づけられている。従前の南アフリカ政府の水素関連の取組は、上述のと

おり主に技術開発・研究開発の観点から行われていたため、HSRM も科学技術イノベーショ

ン省により発表された。 

同ロードマップでは、再エネ賦存量、利用可能な土地の広さ、旧国有企業である地場化学

大手企業 SASOL社の持つフィッシャー・トロプシュ法のノウハウ、白金族金属、港湾施設、

EU・日本・韓国とのパートナーシップなど、南アフリカが水素社会を実現していく上での強

みが整理されている。また、水素社会を通じて、交通分野の脱炭素化、鉄鋼・鉱物資源・セ

メントなどのエネルギー集約産業の脱炭素化、水素製造業の創出、エネルギーセクターの脱

炭素化、水素の輸出市場の形成といった、国内での活用及び輸出の両面でのイノベーション

の機会があると見込む（p. 32）。 

実際の行動計画としては、70 のアクションプランがリスト化されており、そのうちの１

つのポリシーシグナリングでは、2030年までに、少なくとも年間 500kt（50万 t）の水素生

産量の達成、500の水素燃料自動車の導入といった具体的な目標値にも言及がある（p. 40）。

他方で、あくまで HSRM は官民のステークホルダーに対する包括的なビジョンを提示した提

言書の性格が強く、南アフリカ政府によるポリシーアクションに関する具体的なスケジュ

ールや手当額などについては触れられていない。 

更に、HSRM では、国土東側３州を水素インフラハブと認定し、鉱物資源や製造業といっ

た産業集積に合致した水素プロジェクトの実現を目指す Hydrogen Valley Project、北ケー

プ州ブハベイ港湾のグリーン水素の輸出ハブ化、SAF燃料の生産といったいくつかの取組が、

重要プロジェクトとして具体的に取り上げられている。Hydrogen Valley Projectについて

は、外資企業や地場企業が関与し、南アフリカ科学技術イノベーション省支援の下、フィー

ジビリティ・スタディが実施されるなどの具体的な取組が進む。 

 

４．２．南アフリカ政府の取組：商業化・投資促進に向けた取組 
 南アフリカ政府は、水素サプライチェーン構築に向け、商業化・投資促進の面での様々な

取組も進めている。 

 

４．２．１．インフラ開発・投資誘致 

 2019 年 11 月には、大統領府内にインフラプロジェクトの調整を担う Investment and 

Infrastructure office が設置され、その後、2020 年 10 月には、同オフィスは

Infrastructure South Africa (ISA)へと発展的に改組された（Department of Public Works 

and Infrastructure, South African Government 2020b, Infrastructure South Africa. 
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n.d.a）。ISAは、組織体制としては、大統領及び公共企業インフラ大臣の下に位置づけられ

ている（Infrastructure South Africa n.d.b）。 

 ISAは、水素以外の分野のインフラも所管しているが、特に水素については重点を置いて

活動しているように見受けられる。その 1 つの証左として、ISA は 2022 年よりグリーン水

素サミット（South Africa Green Hydrogen Summit）を年に一度開催しており、南アフリカ

のグリーン水素の生産及びバリューチェーンにおける投資可能性を国内外に示す場として

活用している。過去のサミットでは、ドイツ、オランダ、日本といった政府機関や民間企業

によるパネルディスカッション等が実施された。 

 またその他の取組として、ISA を所管するもう１つの省庁である公共事業インフラ省は、

インフラプロジェクトを Strategic Integrated Project (SIP)に選定することで、土地利

用を優先して許可するといったインフラ開発の手続きを迅速化する権限を持つが

（Infrastructure Development Act 2014）、水素関連のプロジェクトも多く SIPとして選

定している。 

 

４．２．２．Green Hydrogen Commercialization Strategy 

HSRMは先述のとおり科学技術・イノベーション政策の色が強い国家戦略であったが、2022

年 11 月には、より商業化・産業化に焦点を当てた戦略として、 Green Hydrogen 

Commercialization Strategy が貿易産業競争省より発表された。2023 年 12 月には同戦略

の最終版が閣議決定されている。 

同戦略では、水素の輸出量及び需要量について、次のような数値を提示している。まず、

2050 年時点でのグリーン水素の輸出量について、グローバルな水素輸入量の推定値から逆

算する形で、ベースシナリオにおける南アフリカの輸出シェアは７％、輸出量は 190 万 t/

年と見積もっている。そのうえで、当該シェア及び輸出量を増加させるために、政府による

政策介入が必要であると説明する。メインの輸出先は EU及び英国となる想定としつつ、日

本や韓国等のアジアに向けた輸出についても可能性を排除していない（p.22-28）。加えて、

船舶燃料や SAF（持続可能な航空燃料）についてもグリーンアンモニア等の形で需要があり

うるとし、船舶燃料については、グローバルな市場規模から逆算する形で推定を行い、2050

年時点にグリーン水素換算で 80 万-100 万 t/年の市場を獲得できる見込みが南アフリカに

はあるとする（p.29）。国内需要については、化学・鉄鋼・自動車産業・エネルギー等の脱

炭素化に使用されうるとしており、推定需要量のベースシナリオを 190万トンとしつつ、最

大 600万トンまでの可能性があるとする（p. 32-33）。 

同戦略は、国内における水素関連産業の確立に向け、既に国内企業が持つ関連技術や、外
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資含む民間企業が実際に進めるプロジェクトを紹介しつつ、インフラ整備、税制優遇等の法

整備、ファイナンス支援、人材育成、国際連携といった、今後取組が必要となる各分野の政

策の包括的な指針を整理している。短期・中長期の政府によるアクションプランも記載する。

網羅的な内容ではあるが、関係省庁が多岐に渡ることから、実施がどこまで円滑に進むかが

今後の注目点と言えよう。 

 

４．３．諸外国の動向 

 欧州諸国、特に、ドイツやオランダは積極的に南アフリカに対しグリーン水素関連の協力

を進める。例えば、上述の南アフリカ政府主催のグリーン水素サミットも、ドイツ開発協力

公社（GIZ）による共催となっている。また、2023年 6月には、ドイツ経済気候変動省と南

アフリカ電力大臣との間で、グリーン水素にかかる協力意向書が締結された（South African 

Government 2023e）。また、同じく 2023年 6月、オランダ環境経済省と南アフリカ大統領府

電力大臣代行との間で、グリーン水素に関する協力覚書が締結された（Government of the 

Netherlands 2023）。欧州の水素関連のアフリカ各国との協力は、2020年前後からの北アフ

リカを中心とする協力が先行していた経緯があるが（丸田 2020）、第 2.3 節で触れた南ア

フリカ JETP の重点分野の 1つがグリーン水素であることからすれば、南アフリカについて

も着実に協力を進めていこうとしていると言えるのではないか。 

 日本も、2023 年 9 月に経済産業省と南アフリカ科学技術イノベーション省間で水素・ア

ンモニアにかかる協力覚え書を締結している（経済産業省 2023b）。また、民間企業の動き

として、伊藤忠商事が、北ケープ州ブハベイ地域におけるグリーンアンモニア製造プロジェ

クトについて、2022 年 8 月に南アフリカ SASOL 社と協力覚え書を締結している他、東ケー

プ州クハ地域におけるグリーンアンモニア製造プロジェクトについて、2023 年 12月に Hive

社と協力覚え書を締結している。また、トヨタ南アフリカは、SASOL 社と 2021 年 4 月にグ

リーン水素モビリティの南アフリカにおけるエコシステム開発に関するパートナーシップ

を結んでおり、2023 年 10月には同社と協力し道路における水素燃料電池車のデモンストレ

ーションイベントも実施している（図９）。 

 なお、伊藤忠商事は、ナミビアにおいてもグリーン水素・アンモニア製造プロジェクトへ

の関与を進めている（経済産業省 2023a）。ナミビアは、Africa Green Hydrogen Alliance

と呼ばれるアフリカ諸国間の情報共有等のプラットフォームにも参加しており、南アフリ

カと同じく、豊富な再エネや土地資源等を活用したグリーン水素生産ハブとなるための政

策を進める。 
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図９ 日本企業の発表した水素・アンモニア分野の取組（各社プレスリリースを基に筆者作

成）(SASOL 2021, 2023)（伊藤忠商事 2022, 2023） 

 

５．おわりに 
 南アフリカのエネルギー情勢は過渡期にある。南アフリカにおける今後のエネルギーの

動向は、製造業や鉱業など国内の産業基盤の維持、ひいては経済成長そのものに大きな影響

を与えるテーマであり、同時に、特に貧困層をはじめとする国民のインフラへのベーシック

アクセスといった生活により身近なテーマでもある。 

これまで見たとおり、南アフリカ政府は、カーボンニュートラルに向けた基本法制の整備、

電力分野における石炭依存からの脱却や電力市場の自由化、水素社会の実現に向けた取組

など、様々な施策に取り組んできた。今後の道筋が不明瞭な部分もあるが、法律や戦略の策

定は着実に進んできた。これまで形作られてきた枠組みを基にして、より実務的な取組フェ

ーズが今後の数年間でいかに進んでいくかが、現状の最大の注目点と言えよう。 

 特に電力分野については、南アフリカの地場メディア等では、石炭火力からの脱却を手放

しで後押しする論調が強いように思われるが、拙速なエネルギートランジションの実施は

望まぬ経済コストを生む可能性があり、個々の国や地域の事情を踏まえ、慎重にかつ現実的

に検討を進めていくことが重要である。例えば、南アフリカの石炭火力発電依存を短期的に

ゼロにすることは困難であり、石炭火力発電所におけるバイオマスやアンモニアの混焼・専
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燃や、CCS・CCUS の各所での活用といった技術も検討する余地があろう。こうした技術の取

り込みは、国内で今後生産されるグリーン水素やアンモニアの、国内における活用及び需要

増にもつながり得る。 

 また、とりわけ水素分野については、今後の「実務的な取組フェーズ」の動向が一層重要

である。概して、新産業の立上げは民間セクターのみでは難しく、政府主体の施策、すなわ

ち、具体的な指針・目標の提示による予見可能性の確保、リスクマネー供給、バリューチェ

ーンの各段階間の調整といった公的主体の働きが重要になる。南アフリカ政府による、供給

サイドから需要サイドまでを俯瞰した施策実施や、諸外国政府との有機的な連携が、今後更

に重要となってくると言えよう。 

 最後に、こうしたエネルギー分野については、JETP における支援をはじめ、米国や欧州

諸国が着実に南アフリカ政府に対して支援を進めてきている。日本の官民についても、これ

まで様々な貢献を行ってきているが、今後も、南アフリカや諸外国と連携したより一層の取

組が期待される。 
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